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業務改善助

事業場内最低賃金を弓|き上げ、

設備投資等を行った中小企業に、
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業務改善助

非正規雇用労働者の墓本給の賃金規

定等を3％以上増額改定し、その規
その費用の一部を助成します。

中小企業で働く労働者の賃

金引上げのための生産性向

上の取組が支援対象です。

定を適用させた場合に助成します。

パートタイム労働者など非正規雇用

労働者の賃金引上げが対象です。

l助成上限額…鍵，
30万円～130万円

45万円～180万円

60万円～300万円

90万円～600万円

’
賃上げコース区分

30円コース

45円コース

60円コース

90円コース

3％以上5％未満増額改定

した場合
5万円

5％以上増額改定した場合 6万5,000円

1人当たりの助成額（大企業の場合は2／3）

1事業所あたりの上限は100人分

活用例 活用例

中小企業力潰金規定等を5％増額改定し、

10名の有期雇用労働者の賃上げを実施し

た場合、65万円支給されます。

30人の事業場で、事業場内最低賃金

労働者5名の時給を45円引き上げた

場合、設備投資にかかった費用に対

し最大100万円が助成されます。

F 列に ■ 活用のポイント活用のポイント

賃上げ＋設備投資 賃上げ

・賃金規定等の改定キャリアアップ計

画を作成

・中小企業と大企業が利用できる

・助成額は、1人当たり定額

・最低賃金の改定に伴う賃金規定等の

改定をした場合も助成対象

・賃上げと設備投資等を含む生産性向上

に資する計画を作成

・中小企業が利用できる

・助成額は、賃金の引上げ額、引上げ

労働者数等によって決まる

・設備投資等は、交付決定を受けた後

’ 検索
」 I ’業務改善助成金 キャリアアップ助成金検索

(R6.8)



|I ’ ’ ＜－ 助成金＞

業務改善助成金は、事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）を引き上げ、設備

投資等を行った中小企業・小規模事業者等に、その費用の－部を助成する制度です。

十

q対象となる事業者、
・中小企業・小規模事業者であること

・事業場内最低賃金と地域別最低賃金の差額が50円以

・解雇、賃金引き下げなどの不交付事由がないこと
以上の要件を満たした事業者は、事業場内最低賃金の引上げ｜

吟藝鱸罐臺薑騨蔚走差蕊=務所などの労働’
…

※（）内は生産性要件を満たした事業場

内であること

ぐ助成対象経費の例フ

吟蕊に

鯉上限額フ 漣鴬は繍灘鯨麗割尹壽鰯性

30円コース

（30円以上）

1人 30万円（60万円）

45円コース 60円コース 90円コース

（45円以上） （60円以上） （90円以上）

45万円（80万円） 60万円（110万円） 90万円（170万円）

Z~3人 50万円(90万円） 70万円(110万円） 90万円(160万円）1150万円(240万円)’
4～6人 70万円（100万円） 100万円（140万円） 150万円（190万円） 270万円（290万円）

7人以上ユ00万円(120万円)1，50万円(,60万円） 230万円■’450万円
10人以上※ 120万円（130万円） 180万円 300万円 600万円

※10人以上の上限区分は特例事業者（詳細は業務改善助成金ウェブサイト参照）のみ対象。
※（）内の助成上限額は事業場規模30人未満の事業者のみ対象。

…
・地域別最低賃金が935円

・事業場内最低賃金を940円から1000円にUP （設備投資費用が300万円の場合…）

→事業場内最低賃金が940円なので助成率は4/5300万円×4/5＝240万円

擬篭繁艤葬鰯墓字窒獺纈鎚え…
匪潮 都道府県労働局雇用環境･均等部（室）

雷 業務改善助成金ｺｰﾙｾﾝﾀｰ:0120-366-440 鍵

事業内最低賃金

引き上げの計画

事業場内最低賃金額

900円未満

900円以上950円未満

950円以上

日力歳塞

9/10

4／5(9/10）

3／4(4/5）

引上げ額

設備投資等の計画
機機股備、コンサルティング
人材育成・教育酬練など

機器・設備
の導入

経営コンサ
ルティング

その他

・POSレジシステム導入による在庫

管理の短縮
・リフト付き特殊車両の導入による

送迎時間の短縮

国家資格者による、顧客回転率の向上
を目的とした業務フロー見直し

顧客管理胄報のシステム化

魚
T+星且
閨
÷一旬

設備投資等の費

用の一部を助成

（令和6年8月時点版）

最低賃金引き上げを受けて賃上げに取り組む皆様へ

厚生労働省、中小企業庁では、

最低賃金引き上げに伴う

支援・後押しを強化しています
助成金と補助金を組み合わせてご利用頂くことも可能です

賃金引き上げに向けて、是非ご利用ください
同一の補助対象（設備等）に対する重複利用は不可

、
r

業務改善助成金
L

事業場内で最も低い時間給を一定額以上引き上げ、生
産性向上等に資する設備投資等を行った場合に、設備
投資等にかかった費用の一部が助成されます。

D
F

キヤリアアッブ助成金
L

賃金規定等を改定し、非正規雇用労働者の基本給を
3％以上賃上げする場合に、キャリアアップ助成金の

｢賃金規定等改定
※最低賃金の改定に伴う賃金

コース』が利用できます。
規定等の改定をした場合も対象になります。

、
『 ．

’T導入補助金
L

最低賃金引き上げを受けて、最低賃金引上げ幅以上に
賃上げの努力を行う場合、補助金の採択において加点
措置が得られます。

⑦凛鴬熊

|詳しくは次のページでし

⑲、彦経済産業省

本紙は最低賃金引き上げの影響を受けた事業者様向けに厚生労働省の支援策と経済産業省・
中小企業庁の補助事業、賃上げを後押しするその他施策をご紹介するものです。具体的な情
報についてはホームページ等でご確認ください。



<ｷﾔﾘｱｱｯﾌ助成金＞ ･賃上げ促進税制
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の
正社員化、処遇改善の取組を実施した事業主に対して助成します。

q対象となる方、侭正社員化ｺｰｽ ④賃金規定等共通化ｺｰｽ 、

雇用保険適用事業所ごとに

「キャリアアップ計画」を ②障害者正社員化ｺース ⑤賞与･退職金制度導入コース
作成し、その計画に基づき、
右の⑪～⑤までのいずれか ③賃金規定等改定ｺース ⑤社会保険適用時処遇改善コース

を実施した事業主。 と (R5ﾕ0~ソ

D※賃金規定等改定ｺｰｽの場合q 支援内容 3%以上5M未満増額改定 5万円
した場合

有期雇用労働者等の基本給を定める賃金規定等を3％

以上増額改定し､その規定を適用した事業主に対して､|§粥以上噌額改定した場倉|6"5,...円右記の額の助成を行います。

●1年度1事業所当たり100人までは、複数回の申請ができます。
●職務評価を行ったうえで賃金規定等を改定した場合は、助成額の加算が受けられます。

●中小企業以外の場合、助成額は上記の2/3程度となります。
●最低賃金の改定に伴い、新最低賃金を下回ることとなる等級についてのみ賃金規定等を増額改定した

場合も、助成対象になります。ただし、各都道府県の新最低賃金の公示日以降、発効日の前日までに

賃金規定等の増額改定を行う必要があります。

｜…………．
一 ｜ 社会保険適用時処遇改善コースの新設

一……~…~…~1

；最低賃金の引き上げ1こ伴い､被用者保険の適用になり手取り収入が減らないよう就業調整をする；
；労働者はいらっしゃいませんか？新たに被用者保険を適用するとともに､労働者の収入を増加させるi

譲歩
：取組を行う事業主に対して助成する仕組みができました。

‐ …………｜詳しくはこちら

|問合先)都道府県労働局

口概要：事業者が一定率以上の賃上げを実施した場合に、賃上げ額の一部を
法人税などから税額控除できる制度です。④賃金規定等共通化コース

⑤賞与･退職金制度導入コース

⑤社会保険適用時処遇改善コース
(R5.10'､

⑭正社員化コース

②障害者正社員化コース

③賃金規定等改定ｺース
【令和6年4月1日以降に開始する事業年度に適用を受けたい場合※】

詳しくは▼

全企鑿・中堅作鑿 中小企業 鶚騨識

議
灘

全作篝・中堅企業

全雇用者の給与等支給額の 全雇用者の給与等支給額の
増加額の最大35％を税額控除増加額の最大45％を税額控除

※令和6年3月31日以前に開始された事業年度に適用を受けたい場合は、
制度の内容が異なりますので、ご留意ください。

問合先｝蕊墓聴茎睾高高税制;0570-078-117
中小企業向け税制 ：03-6281-9821

<働き方改革や経営改善に向けた相談先＞

･働き方改革推進支援センター

q相談支援】qコンサルティングDOセミナー開催、
社労士等の労務管理の専門家が

会社の「働き方改革』や賃金引上げを無料で支援します！

◆専門家が来所・電話・メールによる相談を承ります。

◆専門家が会社への訪問、またはオンラインによるコンサルティングを実施します。

◆企業の取組事例や労働関係助成金の活用方法等に関する、

鍵
働き方改革セミナーを開催しています。

雷 各都道府県の働き方改革推進支援ｾﾝﾀｰ

<IT導入補助金＞

口事業概要：業務の効率化やDXの推進、セキュリティ対策のための

ITツール等の導入を支援します。

口補助上限：最大450万円

口補助率：1／2～4／5

口賃上げ加点；給与支給総額を年率平均1.5％増加させることに加え、 ↓現在の公募要領はこちら

「事業場内最低賃金を地域別最低賃金十50円以上の水準にすること」を

灘更なる加点要素とします。

|問合先）ｻｰﾋｽ等生産性向上IT導入支援事業ｺｰﾙｾﾝﾀ-:0570-666-376
･よろず支援拠点

＜賃上げを後押しするその他施策＞

･中小企業省力化投資補助金 q経営革新支援DO経営改善支援】qワンストツブサービスD

経営上のあらゆるお悩みの相談に対応します！お気軽にご連絡ください。

◆売上拡大のための解決策を提案します。

◆資金繰りや事業再生等に関する経営改善のための経営相談に応じます。

◆地域の支援機関とのネットワークを活用して、経営課題に応じて的確な

識
支援機関等を紹介します。

‐ 各都道府県のよるず支援拠点

口事業概要：構造的な人手不足の解決に向けて､カタログから選ぶ簡易で即効性のある

省力化投資を支援します。

口補助上限;最大200~1,000万円(従業員数による)|詳しくはこちらし蕊更に一定の賃上げで､上限額を最大300～1,500万円に引き上げ

口補助率：1/2以下

雷中小企業省力化投資補助事業ｺｰﾙｾﾝﾀｰ：0570-099-660
(R6.8)



⑬．
ひと､くらし.みらいのだめに

厚生労働省
MlnI91ryoIIにaI1h畦ourandWEMare③ ⑦

中小企業等経営強化法に基つく法人税の特例(経営靴税制)〔二二問い合わせ先；中小企業院制サポートセンター

電話；03-628正9821（平日9:30～12:00,13:00～17 00）低賃金 ･賃金引上げに『
ノ、の

金最 向｡けた中刈

支援施策

企業 事･小規模 業者、
中小企業等経営強化法に基づいて、経営力向上計画を作成し、主務大臣の認定を受け､計画に記覇
されている一定の設備を新規取得等して指定事業の用に供した場合､即時償却または取得価額の10％
（資本金3,000万円超1億円以下の法人は7％）の税額控除を選択適用することができます。

(⑥と同じ）

援施策
蕊

①業務改善助成金

問い合わせ先：業務改善助成金コールセンター電話：0120-3
又は都道府県労働局雇用環境・均等部（室）

0120-366-440（平日8:30～17:15）
(室）

人手不足に悩む中小企業等のため、省力化投資に関して、カタログから選ぶような汎用製品の導入
について、即効性ある支援を行います。 ’ 灘事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を一定額以上引上げ、生産性向上に資する設備投

資等（機械設備の導入、人材育成・教育訓練や国家資格者によるコンサルティング）を行う中小企業・
小規模事業者に、その設備投資等に要した費用の一部を助成する制度です。一定の要件を満たすと、
助成上限額・助成率・助成対象経費の特例的な拡充が受けられます。 蕊 ⑨ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金

［ものづくり繍助金I緯司問い合わせ先：ものづくり補助金事務局サポートセンター

電話：050-3821-7013（10:00～17:00土日祝日及び12/29～1/3を除く）

ものづくり

②キヤリアアツフ助成金

問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク （ プ助成金キヤリアアッ

生産性向上に資する革新的な製品・サービス開発、生産プロセス等の省力化を行う中小企業・小規
模事業者等の設備投資等の経費の一部を支援します。 灘

有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内でのキヤ
リアアップを促進するため、正社員化、賃金引上げ等の処遇改善の取組を実施した事業主に対して助
成します。なお、キャリアアップ助成金については、徹底が求められている同一労働同一賃金に取り
組む際やいわゆる「年収の壁｣を意識した働き方への対応に取り組む際にも活用することができます。

ロ睦認ロ’

灘 ⑩小規模事業者持暁化補助金

問い合わせ先：＜商工会の管轄地域で事業を営む方＞

補助金 ｜‘府

全国商工会璋合会③中小企業向け賃上げ1融雪税制
問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター ｛ 問合せ先は所在地によって異なるため、URLをご参照ください。

https://www｡shokokai・oIfjp"izokuka_rlh/

＜商工会議所の管轄地域で事業を営む方＞ 電話:03-4330-3480
鱗鍵

小規模事業者が経営計画を作成し、その計画に沿って行う販路開拓等
の取組を支援します。

(商工会地区） （商工会議所地区）

議 灘改革推進支援資金） －
1公庫 電話：0120-154-505 、I

⑪サービス篝生産性向上IT導入支援事業費補助金

問い合わせ先：サービス等生産性向上IT導入支援事業事務局

電話：0570－666－376

｛ 医
中小企業・小規模事業者等の労働生産性の向上を目的として、業務効率化やDX等に向けた1丁ツ
ール（ソフトウェア、アプリ、サービス等）の導入を支援します。 鍵

2．生産性向上に関する支援

⑤固定資産税の特例措置
問い合わせ先：＜先端設備<先端設備等導入計画の作成等について＞先端設備等の導入先の市町村先端設先端設備寺導入計画の作成等について＞先端設備等の導入先の市町村先端設備等導入計画担当課

く税制について＞中小企業税制サポートセンター固定資産税等の軽減相談窓口

電話：03-6281-9821(平日9:30～12:00,13:00～17:00）
<制度について＞中小企業庁 揖術・経営革新課（イノベーション課） 電話：03-3501-1816

⑫事業承継・引継ぎ補助金
問い合わせ先：事業承継・引継ぎ補助金事務局
（経営革新事業）：050-3000-3550

（専門家活用枠/廃業・再チャレンジ枠)：050-3000-3551

I一函ｒ宮

引継ぎ補助金

－

中小企業等経営強化法に基づき、市町村から認定を受けた「先端設備等導入計画」に従って取得し
た設備に対して、地方税法において償却資産に係る固定資産税の特例措置を講じることで、設備投資
による生産性向上や賃上げに取り組む事業者を後押しします。 識

事業承継・M&A後の経営革新（設備投資や販路開拓等）に係る費用、M&A時の専門家活用に係る
費用、事業承継M&Aに伴う廃業等に係る費用（原状回復責等）を支援します。 灘

⑥中小企業等経営強化法（経営力向上計画）
〔‐総力傭問い合わせ先：経営力向上計画相談窓口中小企業庁企画課

電話：03-3501-1957(平日9：30～12：00，13：00～17900）

回 。下請取引の改善･新たな取引先の開拓に関する支援経営力向上計画

魎ｲﾄﾗｲｼ面 憲司イドラ

中小企業・小規模事業者等による経営力向上に関する取組を支援します。事業者は事業分野指針等
に沿って「経営力向上計画」を作成し、国の認定を受けることができます。認定された事業者は、税
制や金融支援等の措置を受けることができます。 識 灘

世ﾄﾅｰｼﾂﾌ構築宣言【鱸司シツ

経営強化税制 検索

1．賃金引上げIこ関する支援

省力化補助金
ー
::霞柊奉業務改善助成金

賃上けも促進税制

青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満たした上で賃金引上げを行った場合
その増加額の一定割合を法人税額（個人事業主は所得税額）から控除できる制度です。

灘
④企業活力強化貸付（働き茨
問い合わせ先：日本政策金扇

働き方改革推進支援資金

最低賃金）の引上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対し
資します。

鱗
IT導入補助金 検棄

⑬下請適正取引等の推進のためのガイド

問い合わせ先：中小企業庁取引課 電話

親事業者と下請事業者との望ましい取引関係を

ためのガイドライン（下請ガイドライン）を策定



⑳人材確保等支援助成金
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 1⑭パートナーシップ構築宣言

問い合わせ先：＜「宣言」の内容について＞中小企業庁企画課電話903-3501-1765
＜「宣言」の提出・掲載について＞（公財）全国中小企業振興機関協会電話：03-5541-6688 事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、労働環境の向上等の取組により従業員

の職場定着の促進等を図った場合に助成します。 鶴下請中小企業振興法における「振興基準」を遵守することを明記し宣言することで、発注者側によ
る受注者側への「取引条件のしわ寄せ」防止を促し、下請取引の適正化を後押ししています。また、
宣言した企業の取組を「見える化」するため、「宣言」をポータルサイトに掲載しています。 灘

⑫地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース）
問い合わせ先&都道府県労働局又はハローワーク⑮労務費の適切な転嫁のための価格交渉に関する指針

問い合わせ先：公正取引委員会事務総局経済取引局取引部
企業取引課優越的地位濫用未然防止対策調査室

■価格転嫁指針一m価格転嫁指針

電話：03-3581-3378

労務費の上昇を取引価格に適切に転嫁し、中小企業が賃上げの原資を確保できるようにするため、

発注差・受注者がとるべき行動指針・取組事例をまとめています。
ロ隠彌而口’

灘 I⑳人材開発支援助成金
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク

人材開発支援助成金

従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育訓練休暇等制度を導入し、その制度を
従業員に適用した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します。 鍵

⑯宮公需法に基づく「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」
問い合わせ先＆中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669

「中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、最低賃金額の改定に伴う契約金額の見直
しについて定めています。

灘 …6

■垂ず支援拠点 観’⑳よるず支援拠点
問い合わせ先：各都道府県のよるず支援拠点

よるず支援拠点

観-ﾀﾉ垂示閻⑰宮公需情報ボータルサイト
問い合わせ先：中小企業庁取引課電話：03-3501-16田

一タノ
中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に無料で相談対応するワンストップ窓口とし
て、各都道府県に「よろず支援拠点」を設置しています。 ． 灘国等及び地方公共団体がホームページ上で提供している入札情報を自動巡回システムにより収集

し、入札情報を一括して検索・入手できる「官公需情報ポータルサイト」を運営しています。 灘
［

中小企業・小規模事業者の皆さんが抱える取引上の悩み相談を受け付けております。問題解決
に向けて、相談員や弁護士がアドバイスを行います。

一時的に売上減少等業況が悪化しているが、中長期的には回復が見込まれる中小企業・小規模事業
者の皆様は融資を受けることができます。 灘 ⑳働き方改革推進支援センター

問い合わせ先；全国の働き方改革推進支援センター ー 特設サイト

全国47都道府県に設置されている「働き方改革推進支援センター」では、中小企業・小規模事業

者の皆さまの働き方改革の取組を支援することを目的として、労務管理の専門家が無料で、時間外労

働の上限規制や同一労働同一賃金、賃金引上げ、その他働き方改革を広く支援する取組に関する個別
相談やコンサルティングを実施しています。ぜひご活用ください。

鍵
⑲。槻模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資）
問い合わせ先:諜所の所在する地区の商工会商工会議所仁

日本政策金融公庫（沖縄振興開発金融公庫）の本支店

~m

Ｆ’

マル経融資

小規模事業者に対して、経営改善のための資金を無担保・無保証人・低金利で融資します。

識 －Eﾗｻﾎ亜~可函ラサボフ

⑰中小企業向け補助金・繍洽支援サイト『ミラサボplus｣ l_
問い合わせ先；ミラサポplusコールセンター電話;050-5370-4340
中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援施策（制度）をより「使ってもらう」こ

とを目指した中小企業・小規模事業者向け補助金・総合支援サイトです。支援制度等の活用事例を簡
単に検索でき、電子申請までサポートします。 灘伝“雇用(人媚成)に認雇用（人材育成）

…⑳建設事業主等に対する助成金
問い合わせ先；都道府県労働局又はハローワーク
中小建設事業主等が建設労働者の雇用の改善、技能の向上等の取組を行う場合に、助成金（｢人材開

発支援助成金｣、「人材確保等支援助成金｣、「トライアル雇用助成金｣）を支給します。

鵜
各都道府県労働局の問い合わせ先：厚生労働省HPホーム＞厚生労働省について＞所在地案内＞

都道府県労働局（労働基準監督署､公共職業安定所）所在地一覧

(2024.8）

雇用情勢が厳しい地域等において

れた事業主に助成します。

事業所を設置・整備し、その地域に居住する求職者等を雇い入

鍵

地域雇用開発助成金

下請かけこみ寺 検索

識

4．資金繰りに関する支援

⑱セーフテイネツト貸付制度 lｾﾆﾉｱｲ不ﾂﾄ員'可」剛
問い合わせ先：日本政策金融公庫（日本公庫） 電話：0120-154-505

露 沖縄振興開発金融公庫（沖縄公庫）電話：098-941-1795

灘


